














Market Distribution 研究に関する一考察 
A Study on Dr. Shikamatsu Mukai, a Pioneer in Market 
Distribution 




 1.1 『配給市場組織』（1928 年）と配給組織体説 
 1.2 『流通総論』（初版 1963 年）と「新マーケティング論」 
2. 向井の統制経済論とW. Alderson の戦時マーケティング論 
 2.1 『日本統制經濟全集』（全十巻）第一巻『統制經濟原理』（1933 年） 
 2.2 W. Alderson, ‘The Marketing Viewpoint in National  




 Arch W. Shaw（1876-1962）が大学の研究者であったのは 1911 年から 1916
年までであった（M. T. Copeland, 1958, p.315）にもかかわらず、彼が 1915 年に
上梓した Some Problems in Market Distribution（1912 年にQuarterly Journal 
of Economics に掲載した論文に、第 1 章「ビジネス諸活動の性質と関係」を加筆
して出版されたもの）は、マーケティング研究の「正式な文献」のはじまり（S. 



















 向井は 1909 年 9 月に慶應義塾大学部理財科予科に入学し、19 年から 22 年に
かけて留学している（London School of Economics では金融および取引所論を研












阪朝日新聞 1941 年 9 月 4 日）等々の報道が残る。 
 戦後、物価庁の部長職を経た後 1950 年 4 月に東洋大学法文学部長として学会




べては現在同大学『向井文庫』に保存されている）において 78 年 6 月まで教壇
に立った。 
 学術書は『内國商業政策』（1922 年、時事新報社）から『証券市場構造変化論』
（67 年、ダイヤモンド社）まで 36 冊ある。ただし、商学よりも圧倒的に経済学
の研究書が多く、1914 年「金為替本位と印度通貨」『三田学会雑誌』第 8 巻第 9-

















言葉を Handel に統一したドイツ(5)の、19 世紀の終わりから 20 世紀初頭までの
支配的定義を再販売購入説と名付けたのであり、商人の私経済的行為を出発点と
している（向井、1963、p.38）。ちなみにアメリカに於いても、trade でも selling
でもない概念を表す語marketing が、名詞として用いられはじめたのは 1900 年
代である（R. Bartels, 1976, pp.3-4）。 
 向井は『配給市場組織―財貨移動の社會的組織』（1928）に於いて、A. W. Shaw
はもちろん、L. D. H. Weld や R. S. Butler、P. H. Nystrom、P. T. Cherington、






















































Converse and Huegy（1940）、Beckman, Maynard and Davidson（1952）、Duddy 
and Revzan（1947）そしてMcCarthy（1960）の Basic Marketing 等々も紹介
されており、当時 先端の日本語のマーケティングのテキストの 1 つであったこ
とは確かであろう。 
 しかし重要な主張は同書第 1 編「総論」にあると言えよう。ここで強調された
のは、商業という概念は「経済の時代的推移」とともに変化してきたものであり






















書と、その 10 年後のAlderson の論文（戦時マーケティング論）について概説す
る。 
 
2. 向井の統制経済論と W. Alderson の戦時マーケティング論 
 2.1 『日本統制經濟全集』（全十巻）第一巻『統制經濟原理』（1933 年） 
 『日本産業資料大系』（全 12 巻、1926-27）を滝本誠一と共に編纂した後、28
年から 30 年にかけて各国経済事情（とりわけ独逸合理化運動）の視察のため独・
英・仏・米国及び満州国等に渡航した向井は、恩師ゾムバルトやシュマーレンバ

























































たことが広く知られる。その中にA. W. Shaw も含まれていた。1917 年、ハーバ
ード・ビジネス・スクールを去って間もないA. W. Shaw は国防会議（Council of 
National Defense）を説得して商業経済局（Commercial Economy Board、目的
は、戦時経済運営の一環として民需産業での労働力と物資の効率的使用の追求）
の設置を承認させその局長になっているのである（三浦、1993、p.4；M. R. 



















 日本はさらに、40 年 4 月には価格統制だけでなく配給統制から消費統制に入









 2.2 W. Alderson, ‘The Marketing Viewpoint in National Economic  
  Planning’ (1943) 
 Journal of Marketing は 1943 年（Vol.7 No.4, April）からの 3 号において戦争
特集を組んでいるが、投稿者の一人はかのW. Alderson であった。Alderson が、
大学に着任する以前に投稿したのがJournal of Marketing 43年 4月号の論文「国
家経済計画へのマーケティング視点の適用」である。同稿に対して編集者は、著


























に入るが、カリフォルニア大学バークレー校の E. T. Grether は「国家の流通介
入はいかなる方法と限度でなされるべきか」と題してマーケティング・チャネル















































ティング研究である」（W. Alderson and R. Cox, 1948, p.139）。 




表的な Philip Kotler 教授の Marketing Management（初版 1967 年）は、3 年





試みたAlderson は、Richard T. Ely（キリスト教社会主義の立場から経済学者を












20 世紀初頭の Ely を想起させるかもしれない。Ely は、ウィスコンシン学派の創
設者とされる Commons 誕生の直接のきっかけを与えたとされるが、既述のとお
















E. Pauer（1999）との対比も踏まえて、またAlderson以外のJournal of Marketing
戦時特集号の論文も踏まえて、正確にレビューする意義があると考える。 
 こうした作業は今後の課題とせざるを得ないものの、日米の重要な社会実験期





























 (3) 東京商工会議所は 1934 年に小売商問題懇談会を設けたが、ここに「向井鹿松（慶應大
学教授）」の名がある。しかも審議事項の 1 つは、向井の「小売業法案要綱」（資格制限を
骨子とし、一定の財産を有し、①小売業資格検定試験に合格した者、②商業学校又はそれ
に準ずる学校を出て 2 年の実務に従事した者、③5 年以上の実務に従事した者のいずれか
でなければ、小売業をやってはいけないというもの）であった（公開経営指導協会編、1979、
pp.238-239）。 
 (4) 早稲田大学教授小林行昌は配給論の主要な書として次の 7 点をあげた（小林、1937、
p.16）。向井鹿松『配給市場組織』（昭和 3 年）、福田敬太朗『市場論』（昭和 5 年）『市場政
策原理』（昭和 7 年）『市場研究』（昭和 9 年）、谷口吉彦『商業組織の特殊研究』（昭和 6
年）、向井梅次『配給市場概論』（昭和 7 年）、日本経営学会編『商品市場組織』（昭和 8 年）。 
























 (9) 第 8 章「需給接合機能（商的機能）」では、需要の調査及び研究（市場調査）、需給の適
否（製品計画、プロモーション）、顧客との連絡・交渉（コミュニケーションの本質）など








念の拡張に関する一考察」『高崎経済大学地域政策研究』第 6 巻第 3 号；那須幸雄（2009）
「AMA によるマーケティングの新定義[2007 年]についての一考察」『文教大学国際学部紀
要』第 19 巻第 2 号。 
 (11) その前後に論文も多数提出している。主要なものは以下である。1932 年「統制經濟と計
畫經濟」『三田学会雑誌』第 26 巻第 10 号、pp.47-109。1935 年「 近の統制經濟につい
て」日本経營學会関西部会山口大会山口高商三十周年記念事業委員会編『工業統制問題、
商業學 近の問題』pp.113-118。1936 年「日本の統制經濟私案」『東洋経済新報』1710 号、
pp.57-64；「配給組織改造運動と其の經濟的意義」『商工経済』第 2 巻第 3，5 号、pp.23-33, 
29-44；「公私経營の接近と民有國營事業：産業統制より産業管理へ」『三田学会雑誌』第 30
巻第 11 号、pp.1-28。1937 年「経營形態としての民有國營事業：経營形態の帰趨」『経営
学論集』11 号、pp.459-483。1938 年「ナチス國家と株式取引所：独逸株式取引所制度の
改正」内池博士記念論文集刊行会編『内池廣吉博士還暦祝賀記念商学論集』pp.375-394。







の認可、③同組合の設立は地区内同業者の 3 分の 2 以上の同意がいる、という点を骨子と
し、資格制限や距離制限、価格、営業時間などの細部は、各組合の実情に応じて決め、ま
た既存の商業組合や同業組合でも、3 分の 2 以上の加入があれば統制組合の事業を代行し
得るというものであった（公開経営指導協会編、1979、pp.240-241）。 
 (14) 注(11)で示した以外の主なものを示す。1931 年「小売商業に於ける経營形態の 近の發
達」『産業研究』第 5 号、pp.31-52。1934 年「小売商問題の本質」『経済集志』第 7 巻第 6
号、pp.75-90。1943 年「配給統制強化の新段階」『国策研究会週報』第 5 巻第 30 号、pp.8-
13；「計畫經濟下の經濟団体」『統制經濟』第 6 巻第 1 号、pp.67-84；「企業整備の進展」
『都市問題』第 37 巻第 2 号、pp.31-45。 
 (15) Journal of Marketing に掲載されたAlderson 及びGrether 以外の主な戦時マーケティ
ング論文は以下のとおりである。Alexander, R. S. (July, 1945), Wartime Adventures in 
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Equitable Distribution Short of Rationing. Cunningham, R (April, 1943), War and Post-
War Planning. Dipman, C. (January, 1944), Wartime Changes in Food Distribution. 
Hirch, J. (January, 1944), Evaluation of our Wartime Price Control. Lebhar, G. (January, 
1944), Chain Store: Post-war Role. Taylor M. (October, 1943), Allocation of Scarce 
Consumer Goods to Retailer. 




ケティング担当者であったE. D. Jones と J. Hagerty の他に、D. Kinley、S. Sparling、
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